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17．災害危険度を公表し、行政と住民が協働でまちづくりを進める。 

 

■災害危険度を公表し住民のまちづくり意識を高める。 

 

 ○市町村は、都市計画基礎調査やＧＩＳ（地理情報システム）等を活用して、土地利用や

都市基盤施設、建築物等の状況を分析し、都市の災害危険度の判定を行う。 

  さらに、判定結果を公表することにより、防災やまちづくりに関する住民の意識向上を

促す。                     ⇒≪参照≫１．防災都市づくり計画 

 

※府内では８市において調査実施（平成 16 年 3 月現在） 

〔大阪市 堺市 高槻市 泉佐野市 東大阪市 箕面市 松原市 枚方市〕 

 

＊「大阪府・安心・都市づくり支援・マッピ 

ングシステム」（略称：ＯＡＴＭ） 

    ・都市計画基礎調査等の情報を町丁目及び 

経緯度 500m メッシュ単位でデータベー 

ス化し、地形図との重ね合わせやランキ 

ング表示等を可能としたコンピューター 

システム 

（窓口：大阪府総合計画課） 

 

  ＊「災害危険度判定調査手引き」 

（大阪府 平成 14 年 3 月作成） 

・市町村による災害危険度判定調査の実施 

を促進するため、府域の実情に即した結 

果が得られる効率的な調査を目的とした 

調査マニュアル 

（窓口：大阪府総合計画課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市町村は、発生する危険性がある災害に応じたハザードマップを作成し、公表により

住民の防災意識を醸成するとともに、避難方法などの情報を周知する。 

 

《主なハザードマップ例》 

地震防災マップ 

 

地域の震度予測や延焼危険性な

どを示すとともに、地震・火災

時の避難場所、避難経路等を表

示。 

地震津波 

ハザードマップ 

想定される海溝型地震等により

発生する津波による浸水想定区

域の範囲を示すとともに、避難

場所・避難経路等を表示。 

河川洪水 

ハザードマップ 

１００年に１度程度の割合で発

生が予想される豪雨等による浸

水想定区域を示すとともに、避

難場所・避難経路等を表示。 

箕面市の災害危険度の公表例  
 
箕面市では、災害危険度公表・防災都市づ

くり計画策定にあたり、計画策定委員会に

公募による市民部会を設置し、部会提言を

計画に盛り込むなど公民協働の検討を行っ

た。 

 ⇒≪参照≫P19 箕面市防災都市づくり計画

池田市洪水ハザードマップ 

◇浸水範囲と避難場所・避難方向を表示 

おおさかのちけい ハンディマップ 
 

１/2 ,500 精度の地形図を電子画像化したデ

ータ集（CD-ROM に収録  H14 .10 発行)
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○都市防災施設等の整備にあたっては、住民の理解が得られるよう必要性や整備効果な

どをわかりやすく説明するなど配慮する。 
    
    <取組事例>「防災まちづくり支援システム」の開発･･･地区の課題、整備効果などを

わかりやすくプレゼンテーションすることができる、GIS(地理情報シス

テム)を利用した地区レベルの防災性状の評価システム。 

※防災まちづくり総プロ(P39)の研究成果がシステム開発に反映されている。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住民自らがわがまちを考える「まちづくり協議会」の設立促進 

 

 ○住民が主体的に参画する「まちづくり協議会」の設立を促進し、行政と住民が意見交

換しながら、地区の整備方向を見い出し、まちの将来像として共有する。 

 

 ○地区の整備に際しては、地区計画などを活用し、道路等の公共施設や耐火建築物の誘

導などを行う。 

 

 ○市民向けの防災まちづくり研修などにより、地域の防災まちづくりの担い手となる地

域防災リーダーを育成する。 
 
＜取組事例＞【豊中市】防災まちづくり講座 

【池田市】市民自主防災講座 

 

■公民が連携したまちづくりの推進 

 

○行政は、まちづくりの初動期から地域住民などの自立的な取組を促すとともに、必要

な助言・支援を行う。 

また、地域の取組がまちづくり事業として整う場合は、地域住民、行政、まちづくり

コーディネーター等が参画した事業推進体制を整え、整備の具体化を図る。 

 

○地域住民は、自らのまちは自らで考えるとの認識のもと、まちづくりの発意や自立的

な取組を行い、まちづくり事業として取り組む際には効果的な事業として推進できる

よう、地域として協調・協力していく。 

 

○「大阪府住まいづくり・まちづくり協力員制度」やＮＰＯ等のまちづくりコーディネ

ーターを活用し、地域住民による、まちづくりの発意や整備の具体化に向けた取り組

みを促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「防災まちづくり支援システム」による延焼シミュレーション 

【大阪府住まいづくり・まちづくり協力員制度の仕組み】 
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■「住民の意識向上」を「公民協働のまちづくり」につなげる取組を促進する。 

  

○行政、地域住民などが一体となって、市街地整備などハードの取組と住民の自主防災活

動などソフトの取組を総合的に推進し、自助・共助・公助の連携・補完により地域の防

災力向上を図っていく。 

 

 

 

 

地域住民の危機意識・防災意識の向上 

・GIS を利用した「防災まちづくり支援システム」な

どを活用し、『わがまち』の防災上の課題を認識。

自助の取組 

まず身近なところから 

共助の取組 

地域のみんなで助け合う

公民協働の取組 

真に安心できるまちづくり 

◇『わがまち』の防災ルー

ル・防災マップの作成 

・自主防災活動 

・まち歩きによる避難地・

避難路の安全性確認 

・災害時要援護者対応 

 など 

◇『わがまち』の将来像の作成

 

・延焼防止・避難路確保のため

のｵｰﾌ ﾟﾝｽﾍ ﾟｰｽ整備、建物耐

震化、市街地整備事業等の検

討 など 

◇『わが家』の防災メモ

の作成 

・家具の固定・配置替 

・避難地･避難路の確認 

・物資備蓄、非常用持ち

出し品準備 など  

 

◇『わが家』の耐震診

断・改修 

  

◇建物の共同建替等

・共同建替 

・協調建替 等 

◇面的整備等のまちづくりへ

・土地区画整理事業、市街地再

開発事業、住宅市街地総合

整備事業、道路整備事業 等

【参考】Ｈ16 全国都市再生モデル調査 

「自主防災から始める緊急対応型防災まちづくり」の仕組

み

日常のまちづくり 
テーマとの連携で
取組を継続 
≪環境・緑化・ 

福祉・防犯など≫ 

ソ
フ
ト
の
取
組

ハ
ー
ド
の
取
組

※H16 年度 堺市・寝屋川市においてモデル事業実施 

地域防災力の向上 
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行政と住民参加によるまちづくりに役立つ手法 

制度・事業名 目的・概要 対象地域・計画内容等 事業主体 国・大阪府の所管

地区計画制度 

（昭和 55 年～ ） 

土地所有者等の参画を得て、地区の特性に応

じた合理的なまちづくりが行われるよう、道

路・公園等の配置や建築物に関する制限等を

細かく定める都市計画 

地区整備計画では地区施設では地区施設、建築物の用

途形態等を定める。 

市町村 国交省都市・地域整備

局都市計画課 

 

【府】総合計画課 

都市防災総合推進事業 

（住民等のまちづくり活動支援） 

（平成 14 年～ ） 

防災上危険な密集市街地の防災性向上等を図

るため、住民等のまちづくり活動の活性化を

図る。 

災害危険度判定調査等により防災対策が必要とされた

地区／中心市街地等特定地区におけるまちづくりに関

する調査を実施した地区 

市町村・特別区 

防災街区整備推進機構 

国交省都市・地域整備

局都市防災対策室 

 

【府】総合計画課 

まちづくり交付金 

（平成 16 年～ ） 

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活か

した地域主導の個性あふれるまちづくりを実

施し、都市の再生を効率的に推進。ソフトや

ハードの様々な事業の連携実施を支援。 

・交付金の交付期間、まちづくりの目標、目標の実現

状況を定量化する指標、実施事業等を記載した都市

再生整備計画で対象地域を設定 

・基幹事業・提案事業が交付限度額の算定対象 

市町村 国交省都市・地域整備

局まちづくり推進課 

 

【府】総合計画課 

優良建築物等整備事業 

（昭和 59 年～ ） 

 

民間のまちづくりや良好な景観の形成への動

きを助成し、市街地の整備の改善に寄与する

ため、地権者等による協議会組織が行う検討

費用に対する補助を行う。 

・優良再開発型、市街地住宅供給型、耐震型等 

・基礎要件：地区面積 1000（特例 500）㎡以上、3階

以上、耐火又は準耐火建築物、空地と接道条件等

 

民間事業者、地方公共団

体、都市再生機構、地方

住宅供給公社 

国交省住宅局市街地建

築課 

【府】住宅まちづくり

政策課 

その他、市街地総合再生事業、地区再開発事業、住宅市街地総合整備事業 等 

                  （建設省資料「新しい防災対策の展開に向けて」をもとに作成） 

・都市全体の燃え易さ 

・広域避難の困難性 

・都市防火区画整備率 

・広域避難困難区域率 

・地区内の燃え易さ 
・消防活動の困難性 
・一次避難の困難性 
・地盤の状況

既存の都市計画調査、道路台帳、固定資産台帳 

他関係機関の保有データ等を活用、必要に応じて図上計測 

・レーダーチャート方式の活用 

・危険度の平均数値、他 

・地図、解説の作成配布、等 

危険度が高い要整備地区を明確にして

地区の実状に合わせて絞り込む 

・お知らせ、説明会等で呼びかける

・不燃領域率、木防建ぺい率 
・消防活動困難区域率 
・道路閉塞率 
・地盤状況 
・一次避難困難区域率 

都市レベルの診断例

項目の設定 

評価方法の設定 

データの収集 

評価 

公表 

優先的に整備する

地区を抽出する 

・公表 
・地区でまちづく
りに取り組み 

災害危険度の評価手順

進め方 地区レベルの診断例 

まちづくり計画をつくる
 
・みんなの夢や課題を整理する 
・まちづくり学習を進める 
・目標や対策をまとめる 
・専門家を活用する 等 

まちづくりの事業を進める
 
・ルールづくり（地区計画制度） 
・ものづくり（まちづくり交付金制
度、道路公園等） 
・民間ものづくり支援（優良建築物等整備事業等）

まちづくり活動を進める
 
・まちづくり広報 
・まちづくりイベント 等 

まちの診断をする 
 
・災害危険度判定調査等を活用する 
・みんなでまちづくり点検、アンケート、 
地図づくり等を行う 等 地区でのまちづくりの進め方

まちづくりをよびかけ、
まちづくり組織をつくる 

 
・市町村からよびかける 
・住民防災組織や町会で発意する 
・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱや興味のある人が集まる 等 
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大阪府・安心・都市づくり支援・マッピングシステム（＝ＯＡＴＭ）の出力例） 

 

⇒以下の条件に該当するメッシュを示す。

  ＊１メッシュは 500m×500m を表す。 

○夜間人口密度 100 人／ha 以上 

○木造建築物床面積率 50％以上 

○老朽建築物床面積率 50％以上 

 

〔使用データ〕 

 平成 2 年度 国勢調査結果 

 平成 4 年度 都市計画基礎調査結果 

調整中
人口密度が高く、老朽木造建築物が密

集する地区は、鉄道沿線に分布し、大阪

府北部や東部でまとまった広がりが見ら

れ、泉州地域の北部にも分布している。


